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要約

市町村において、災害時における食・栄養の備えを充実させることを目指し、本研究では、吹田市の防災関連計画等で、災害時の食・

栄養に必要な項目について記載されていない点を明らかにすることを目的とした。

全国規模の組織等が作成した「災害時の食・栄養ガイドライン等」をレビューし、記載内容を抽出した。抽出した内容を、公助

のみならず自助・共助も含めた枠組みで整理し、既存概念とした。「吹田市備蓄計画」および吹田市が作成している食・栄養ガイド

ライン等の内容をコード化し、演繹的にコーディングを行うことで分析した。

吹田市備蓄計画では、公助、自助・共助ともに何らかの記載があった。公助として記載がなかった項目は、備蓄品目には「副食（主

菜や副菜）」や、備蓄食品や避難所での提供食における「必要なエネルギー・栄養素量の確保」だった。また、吹田市では、食・栄

養の“災害時に特化した”ガイドライン等は作成されていなかった。

今後は、市町村において、「食・栄養の“災害時に特化した”ガイドライン等」の作成や、必要な内容を簡単に評価するためのチェッ

クシートの作成等によって、災害時における食・栄養の備えを充実させることが望まれる。

キーワード：市町村、防災計画、備蓄計画、食・栄養、ガイドライン

Summary 
　　　To bolster municipalities’ food and nutrition preparedness for disasters, this study aimed to ascertain the alignment of the 
“Suita City Stockpile Plan” and other disaster-related plans with items necessary for food and nutrition in times of disasters.
The “Food and Nutrition Guidelines for Disaster Preparedness, etc.” prepared by national organizations were reviewed and pertinent 
information was extracted. The gleaned data were then organized into a framework that included not only public assistance but also 
self-help and mutual assistance, and were used as existing concepts. The contents of the “Suita City Stockpile Plan” and the food 
and nutrition guidelines prepared by Suita City were coded and analyzed using deductive coding.
　　　Within the Suita City Stockpile Plan, provisions were identifi ed for public assistance and self-help/mutual assistance. The 
Suita City Stockpile Plan did not include “side dishes (main dishes and side dishes)” among stockpiled items for public assistance 
and a lack of provisions for “ensuring the necessary amount of energy and nutrients” in the meals provided. In addition, Suita City 
had not formulated any guidelines specifi cally tailored to food and nutrition “during disasters.”
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Going forward, in order to fortify food and nutrition preparedness during disasters, it is desirable to develop guidelines explicitly 
addressing food and nutrition and a checklist for easy evaluation of the necessary content.
Keywords: municipality, disaster prevention, stockpile plans, food and nutrition, guidelines

1．緒言

わが国では、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）

に基づき、内閣府において「防災基本計画」を作成して

いる 1)。これに基づき、都道府県では「地域防災計画」

を作成し、さらに、市町村でも「地域防災計画」を作成

することが定められている。さらに、地域防災計画を実

行するために、市町村の防災担当部署等では、地域防災

計画に基づいた防災関連計画等を作成している。

防災関連計画等は、多岐にわたる。例えば、備蓄計画

や受援計画、避難所運営マニュアル等が作成されてい

る。また、作成しているものは各自治体によっても異な

り、記載内容も自治体によって様々である。熊本県内の

地域防災計画を比較分析した研究では、県の同じ地域防

災計画に基づいて作成されているにも関わらず、目次レ

ベルで内容が異なることが報告されている 2)。また、避

難所運営マニュアルにおける全国調査でも、内閣府の避

難所運営ガイドラインの項目と比較すると、項目ごとに

記載率が大幅に異なることが報告された 3)。記載率の結

果をみると、興味深いことに、最も記載率が高かったの

は、「食糧（確保や管理）」（89.3％）であり、最も低かっ

たのは「栄養（バランス、配慮等）」（24.1％）であった 3)。

一方で、過去の災害時には食事の量、質ともに悪化し

た 4)。食事が悪化することで、避難者の低栄養や栄養不

良が懸念される。実際に、東日本大震災から 1か月が経

過した避難所でも、エネルギーの参照量 5) を満たした

避難所は、28.9％だった 4)。また、避難所で配られた食

事は、炭水化物が中心で、乳製品や肉、野菜など多くの

生鮮食品が不足していたことが報告されている 6)。この

ような食事状況では、エネルギー摂取不足や栄養素欠乏

などを引き起こす。災害時の食・栄養への対策のために、

国内外において基準やガイドライン等が作成されてい

る。国際的な基準であるスフィアハンドブックでは、「食

料安全保障および栄養」として章立てされている 7)。約

400 ページにおよぶハンドブックの中で最もページ数が

多く、およそ 20％を占めており、食・栄養に重きが置

かれていることが伺える。また、国内においては、各省

庁や全国規模の関連組織等から、災害時の食・栄養の支

援に関して様々なガイドラインやマニュアルが作成され

ている 8)。同様に、市町村でも食・栄養の“災害時に特

化した”ガイドライン等が作成されてきている。例えば、

高知県高知市では、令和 3 年に「高知市災害時栄養・食

生活支援活動マニュアル Ver.1」を作成している 9)。そ

の他にも、健康や福祉の担当部署等では、食や栄養のガ

イドライン等に災害や防災の項目を記載している市町村

もある。また、地域防災計画や関連計画等に、食や栄養

支援について記載がされている市町村もある 10)。しか

しながら、我々の知る限り、このような市町村の防災関

連計画等に、災害時の食・栄養支援に必要な項目がどこ

まで反映されているのかを明らかにした論文はない。

市町村が作成する防災関連計画やガイドライン等は

様々あるが、本研究では特に「備蓄計画」に着目した。

市町村は住民に最も身近な基礎自治体として、災害発生

時に助かった住民の命を救うための備蓄が不可欠である。

実際に、内閣府の防災基本計画では、市町村など地方公

共団体の役割として、必要とされる食料や飲料水を備蓄

することが明記されている 1)。また、自助や共助として

食料や飲料水等の備えの普及啓発をすることも市町村の

役割として記載されている 1)。

そこで、市町村において、災害時における食・栄養の

備えを充実させることを目指し、市町村の防災関連計画

やガイドライン等に、災害時の食・栄養がどの程度反映

されているか明らかにすることを目的とした。本研究で

は、一事例として大阪府吹田市（人口約 38 万人の中核市）

を対象とした。吹田市は、近年人口増加が著しい。2020

年国勢調査によると、全国 1,719 市町村のうち、2015

～ 2020 年に人口が増加した市町村は、わずか 17.4％の

みであり、吹田市の人口増加数は全国 19 位の多さだっ

た 11)。人口増加数が多い上位 20 市町村をみると、南海

トラフ巨大地震の被害想定 12) で、想定避難者数１位の

愛知県から１市、および２位の大阪府から２市が入って

いた。その中でも、最も人口増加率が高いのが吹田市だっ

た（5年間の人口増加率：3.0％）11)。被害想定は、人口デー

タ等を基に算出しており 12)、人口増加が著しい市町村

では、被害想定がさらに大きくなることが推測される。

人口増加に対応するために、市町村では災害対策を強化

していく必要があるが、特に、備えについては、より充

実させる必要がある。以上のように、災害への備えの充

実が喫緊の課題である吹田市において作成されている

「吹田市備蓄計画 13)」の記載内容について、全国規模の

組織等が作成した食・栄養の“災害時に特化した”ガイ

ドライン等から抽出した項目をもとに、備蓄計画に記載

されていない内容を明らかにした。さらに、吹田市が作

成している食・栄養ガイドライン等の災害や防災に関わ

る項目において、記載されていない点を明らかにした。

2．方法

吹田市が作成した備蓄計画やガイドライン等は、演繹

的なコーディングにより分析した。これは、既存の概念

枠組みを前提にコーディングしていく分析方法である。

災害時の食・栄養に関する既存概念がなかったため、全

国規模の組織等が作成した「災害時の食・栄養ガイドラ

イン等」の項目から既存概念を作成し、分析した。

（1）全国規模の組織等が作成した「災害時の食・栄養ガ

イドライン等」の項目から既存概念を作成

まず、内閣府の「防災基本計画 1)」および「大阪府

地域防災計画 14)」に記載されている食・栄養への備え

に関する記載内容を抽出した。「吹田市備蓄計画」では、

上記 2 つの計画に記載されている項目はすべて網羅され

ていた。そこで、食・栄養に関して記載が十分であるか

を検討するために、全国規模の組織等が作成した「災害

時の食・栄養ガイドライン等」の項目から既存概念を作

成することとした。

先行研究 8) を参考に、検索エンジン Google にてキー

ワードを用いた検索を行い、全国規模の組織等が作成し

た既存のガイドライン等を収集した。検索キーワード

は、「災害 OR 防災」　AND　「栄養 OR 食 OR 食事」　AND　

「ガイドライン OR ガイド OR マニュアル OR 手引き OR 

指針」　AND　「衛生」とした。抽出されたガイドライン

等のうち、「国」「政府関連機関」「学術団体」「全国規模

の職能組織」「全国規模の関連組織」から公表されてい

るもの、かつ過去 5 年以内（2019 年以降）に公表され
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ているものを採択基準とした。次に、全文確認により、

食や栄養の備えについて記載されていないガイドライン

等を除外した。その後、抽出されたガイドライン等の引

用文献リストから採択基準と適合するものを追加、また

は複数の研究員が災害時の支援活動、および災害に関す

る研究活動の中で参照経験のあるガイドライン等からハ

ンドサーチを行った。

収集した、全国規模の組織等が作成した既存の「災害

時の食・栄養ガイドライン等」から、平時の備えや備蓄

に関して記載されている内容を抽出した。それぞれのガ

イドラインから抽出された項目については、Appendix

１に示す。平時の備えや備蓄に関して該当する目次が多

い順にガイドライン①～⑤を並べ、その後家庭備蓄に特

化したガイドラインである⑥⑦を並べた。初めに、収集

したガイドラインのうち、目次が最も多かった「災害時

の食の備えに関するガイドライン（新潟モデル）市町村

活用資料編 15)」（ガイドライン①）の目次から、大カテ

ゴリーと小カテゴリーを作成した。目次のみでは内容が

分からない項目については、ガイドライン本文の小見出

し等を、（　）内に記載することで補った。作成された

カテゴリーは、「公助に関する項目」と「自助・共助に

関する項目」の枠組みで整理した。次に、ガイドライン

②の内容を読み、ガイドライン①と同じ内容については、

同じ行に記載した。ガイドライン①には記載がなかった

内容に関して、ガイドライン②の目次を用いて、新しい

大カテゴリーを作成した。この過程をガイドライン①～

⑦まで繰り返した。最後に、ガイドライン①の項目を既

存概念とし、その後ガイドライン②以降の項目を組み合

わせた。その際、ガイドライン①と同じ項目がガイドラ

イン②以降にあった場合には、ガイドライン①の文言を

使用した。逆に、ガイドライン①にはない文言がガイド

ライン②以降にあった場合は、番号が小さいガイドライ

ン（目次の数が多い）の項目を採用し、新たな既存概念

を作成した。

（2）吹田市備蓄計画の分析

吹田市備蓄計画から、食や栄養に関する記載内容をテ

キストデータにした。テキストデータを繰り返し読み、

食や栄養の備えを反映する意味の単位に区切り、コード

化した。その後、全国規模の組織等が作成した「災害時

の食・栄養ガイドライン等」の項目を既存概念として用

い、演繹的にコーディングを行うことで記載内容を分析

した。既存概念にはなかったコードは、新たな項目とし

て記載した。

（3）吹田市の食・栄養ガイドライン等の分析

1）吹田市が作成した食や栄養に関するガイドライン等

のうち、災害や防災に関わる項目が記載されているガイ

ドライン等を収集

市町村の健康や福祉担当部署では、食生活や栄養に関

するガイドライン等（以下、食・栄養に関するガイドラ

イン等）を作成している。例えば、多くの市町村で、給

食施設における栄養管理のガイドラインや指針などを作

成している。吹田市が作成した食・栄養ガイドライン等

のうち、災害や防災に関する記載があるガイドライン等

を収集するため、吹田市の公式ホームページを検索する

とともに、吹田市職員への聴取を行った。

2）記載内容の分析

吹田市の食・栄養ガイドライン等の記載内容から、災

害時の食や栄養の備えを反映する意味の単位に区切り、

コード化した。全国規模の組織等が作成した「災害時の

食・栄養ガイドライン等」の項目を既存概念として用い、

演繹的にコーディングを行うことで分析した。既存概念

にはなかったコードは、新たな項目として記載した。

3．結果

（1）既存概念の作成

検索エンジンを用いて収集した、全国規模の組織等が

作成した既存の「災害時の食・栄養ガイドライン等」の

収集結果を図１に示す。キーワードを用いた検索の結果、

抽出されたガイドライン等は、49 本だった。そのうち、

採択基準により 44 本を除外し、5 本のガイドライン等

が抽出された 15-19)。さらに、全文確認により 1 本 19) を

除外、ハンドサーチにより 3 本 20-22) を追加し、最終的

に採択されたガイドライン等は、7本だった。

7 本 の ガ イ ド ラ イ ン か ら 既 存 概 念 を 作 成 し

（Appendix1）、公助の記載内容を整理した結果を表 1 に、

自助・共助について整理した結果を表 2に示す。

OR AND OR OR AND
OR OR OR OR AND

(n = 49)

(n = 5)

5

(n = 44)

(n = 7)

(n = 3)

(n = 1)

図 1.　検索エンジンを用いた既存の「災害時の食・栄養に関するガイドライン等」の収集
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（2）吹田市備蓄計画について

公助、自助・共助それぞれに何らかの記載があったが、

公助の記載が最も多く、吹田市備蓄計画は公助が主だっ

た。

公助の記載内容について、演繹的な分析の結果、吹田

市備蓄計画では、公助に関する備蓄品目として「主食」

の記載はあったが、「副食（主菜・副菜）」の記載がなかっ

た。また、備蓄食品や避難所での提供食における「必要

なエネルギー・栄養素量の確保」についての記載がなかっ

た。既存概念とした全国規模の組織等が作成した「災害

時の食・栄養ガイドライン等」には、炊き出しで必要な

エネルギーや栄養素量を確保するための備えとして、献

立を作成しておくことなども記載されていた。また、吹

田市備蓄計画では、他の自治体との連携についての記

載はあったが、外部支援者（自衛隊、支援チーム等）と

の連携については、吹田市備蓄計画では記載されていな

かった。さらに、飲料水、厚生労働省の食料備蓄量シミュ

レーター、安全性が確保された食品の購入、事前訓練の

実施、被災者支援について、炊き出しについて、弁当等

の提供について、食中毒・感染症予防についての記載が

なかった。

自助・共助の記載内容について、演繹的な分析の結果、

備蓄量として、吹田市備蓄計画では「3 日分以上」の記

載だった。全国規模の組織等が作成した「災害時の食・

栄養ガイドライン等」には、「最低 3 日分～ 1 週間分」

と記載されていた。また、備蓄品目としては、吹田市備

蓄計画のうち、自助・共助に関する記載内容として、主

食に加えて副食の記載があるものの、要配慮者用の食品

の例（乳幼児、高齢者、食べる機能が弱くなった方、慢

性疾患の方、食物アレルギーの方等の食品）や、レシピ

の記載がなかった。また、家庭備蓄として、熱源（カセッ

トコンロ・ボンベ等）や調理器具（鍋ややかん、キッチ

ンばさみ、おたま・トング等）、食具（哺乳瓶、紙皿・

紙コップ、割りばし・使い捨てスプーン等）等の記載が

なかった。

また、吹田市備蓄計画には、業務継続等を目的とした

「事業者等における備蓄について」や「本市（吹田市）

職員における備蓄について」の記載があった。「事業者

における備蓄について」では、事業者で用意する備蓄品

には、副食（缶詰）の記載や、調理器具の記載もあった。

さらに、従業員自らが用意することが望ましいものとし

て、非常用食料やペットボトル入り飲料水などの記載も

あった。また、「本市職員における備蓄について」では、

主食や飲料水の備蓄品目に加え、「吹田市職員災害対応

用食料等備蓄計画」が別途策定済みであることも記載さ

れていた。

（3）吹田市が作成する「食・栄養ガイドライン等」につ

いて

吹田市のガイドライン等を収集した結果、吹田市では

食・栄養の“災害時に特化した”ガイドライン等は作成

されていなかった。また、吹田市が作成した食・栄養ガ

イドライン等のうち、災害や防災に関する項目があっ

たガイドライン等は３本だった。内訳は、「給食施設に

おける栄養管理指針（健康医療部）23)」、「食事プロセス

PDCA　2020 年版（児童部保育幼稚園室）24)」、「健康す

いた 21（第 3次）（健康医療部健康まちづくり室）25)」だっ

た。自助・共助に関する項目が最も多く、公助は 1 項目

のみだった。

公助の記載内容については、演繹的な分析の結果、吹

田市が作成した食・栄養ガイドライン等には、既存概念

として用いた「全国規模の組織等が作成した災害時の

食・栄養ガイドライン等」に記載されている内容は記載

されていなかった。一方で、吹田市が作成した食・栄養

ガイドライン等のうち、「健康すいた 21（第 3次）」では、

非常時を想定した食品の取り扱いに関する情報の発信が

記載されていた。この取り組みは、市民の全世代を対象

とすると記載されていた。

自助・共助の記載があったのは、吹田市が作成した「食・

栄養ガイドライン等」のうち、「給食施設における栄養

管理指針」や「食事プロセス PDCA」だった。「給食施設

における栄養管理指針」は、学校や病院、介護老人保健

施設、事業所などを対象とした指針であり、「危機管理

について」として章立てされ、災害時の体制整備や備蓄

について 2 ページにわたり記載されていた。また、「食

事プロセス PDCA」は、保育所や認定こども園等に通っ

ている乳児・幼児を対象としており、「非常時の食事に

ついて」として章立てされ、6 ページにわたって、献立

例やライフラインが使用できない時の調理器具の工夫ま

で記載されていた。
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表 1．公助に関する記載内容の比較（No1）
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表 1．公助に関する記載内容の比較（No2）
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表 2．自助・共助に関する記載内容の比較
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4．考察

市町村において、災害時における食・栄養の備えを充

実させることを目指し、本研究では、吹田市の防災関連

計画等で、災害時の食・栄養に必要な項目について記載

されていない点を明らかにすることを目的とした。全国

規模の組織等が作成した既存の「災害時の食・栄養ガイ

ドライン等」をレビューするために、記載内容を抽出し

た。抽出した内容を、公助のみならず自助・共助も含め

た枠組みで整理し、既存概念とした。「吹田市備蓄計画」

および吹田市が作成している食・栄養ガイドライン等の

内容をコード化し、演繹的にコーディングを行うことで

分析した。その結果、吹田市備蓄計画では、公助、自

助・共助ともに何らかの記載があった。公助として記載

がなかった項目は、備蓄品目には「副食（主菜や副菜）」

や、備蓄食品や避難所での提供食における「必要なエネ

ルギー・栄養素量の確保」だった。また、吹田市では、食・

栄養の“災害時に特化した”ガイドライン等は作成され

ていなかった。

（1）公助における栄養の観点

吹田市備蓄計画では、備蓄品目として、副食（主菜・

副菜）の記載や、備蓄食品や避難所での提供食における

必要なエネルギー・栄養素の確保について記載がされて

おらず、吹田市の食・栄養ガイドライン等にも記載がな

かった。これらは、災害時の食事の“質”（栄養）に関

する内容である。一方、主食の記載はあった。先行研究

においても、避難所運営マニュアルでは、「食糧（確保

や管理）」の記載率が最も高い一方で、「栄養（バランス、

配慮等）」の記載率が最低値であり 3)、同様の結果だった。

過去の避難所では、何かしらのおかず（副食）を提供

することで、栄養バランスが改善されたことが報告され

ている 4)。災害時において、栄養バランス改善のために

は副食（主菜・副菜）の記載は重要であると考えられる。

吹田市備蓄計画の現物備蓄は、発災後最初の 3食（1日分）

を想定した備蓄計画である。災害時に必要な食・栄養支

援は、災害発生からのフェーズによっても対応が異なり、

発災後 1日目の急性期には、エネルギーと水の確保が優

先される 10)。一方で、できるだけ早期に普段の食事がで

きる体制を整えることも重要であり、食料備蓄の期間の

検討とともに副食の現物備蓄についても今後検討してい

くことが望まれる。

また、「必要なエネルギー・栄養量の確保」などにつ

いては、国際的な基準であるスフィアハンドブックにお

いても、「栄養不良の管理」や「微量栄養素欠乏症」と

して基準が記載されている 7)。災害時のフェーズ 10) でみ

ると、栄養素摂取不足や偏りに注意が必要な「避難所対

策が中心のフェーズ」以降で特に重要度が高いと考えら

れる。吹田市備蓄計画では、現物備蓄のほかに、業者等

と協定を締結した流通備蓄も計画されていた。業者等と

事前に「必要なエネルギー・栄養素量の確保」するため

の流通備蓄の計画をしておくなど、災害時における栄養

確保の観点も入れていくことが望まれる。

さらに、吹田市のような人口増加が著しい市町村では、

現在の想定避難者数よりも、実際には多くの避難者が発

生する可能性が考えられる。そのため、想定避難者数を

見直し、最新の想定避難者数に基づいた備蓄量を備蓄計

画にも反映していくことが必要である。現在の吹田市備

蓄計画は、「吹田市地震被害想定調査 (平成 25年 10 月 )」

による想定避難所避難者数（52,134 人）の結果に基づい

た計画がなされている 13)。しかし、平成 25年 10 月末か

ら令和 5年 10 月末までの 10 年間における人口増加率は、

6.3％（22,702 人）であった 26)。人口増加に伴い、想定

避難者数も増加していることが考えられる。加えて、想

定避難者数を算出する際には、人口に対する避難者割合

の増加にも注意が必要である。人口が減少している市町

村では、避難者割合を減らす取り組みをしている自治体

もある。災害リスクが高い区域から、災害リスクが低い

区域へ居住を誘導する市街化調整区域へ編入（逆線引き）

する取組みである 27)。しかし、人口が増加している市町

村では、災害リスクが高い区域に居住せざるを得ない人

が増え、人口に対する避難者数が増加している可能性も

考えられる。厚生労働省では、「大規模災害時に備えた

栄養に配慮した食料備蓄量の簡易シミュレーター」を作

成している 28)。このシミュレーターでは、想定被災者割

合を入力することで、想定被災者数を算出し、栄養面を

考慮した備蓄食品の最適量を算出する 29)。人口が増加し

ている自治体では、想定避難者割合も定期的に見直しな

がら、備蓄計画に反映していくことが望まれる。

（2）自助・共助における災害時要配慮者の観点

農林水産省では、災害時要配慮者に対して 2週間分以

上の備蓄を推奨している 22)。実際に、過去の災害におい

ては、34.8％の避難所で食事に困っている人がいたこと

が報告されている 6)。公助ですべての人を救うことは限

界がある。そのため、自助・共助での備えを充実させる

ことは重要であり、特に、災害時要配慮者においては必

須であると考えられる。

本研究において、吹田市が作成した計画やガイドライ

ン等では、家庭における災害時要配慮者の食料備蓄につ

いての記載がなかった。しかし、自助・共助だからこそ、

市町村の計画やガイドライン等だけでなく、住民向けの

啓発媒体（リーフレットなど）も活用していくことも必

要かもしれない。実際に、吹田市では、「吹田市防災ブッ

ク 30)」を市民向けに作成しており、要配慮者用の食料備

蓄を促す記載がされている。また、家庭において食料備

蓄がない人の特徴等を考慮し、備蓄がない人に対しては、

より重点的な啓発アプローチをすることも必要かもしれ

ない。実際に、先行研究において、備蓄をしていない人は、

良い健康習慣が少ない等の特徴が示唆されており 31)、備

蓄がない特徴を持つ人を対象にした重点的なアプローチ

も効果的であると考えられる。

このように、自助・共助については、目的や対象者

によって媒体を変えたり、対象者を絞った重点的なアプ

ローチをするなど、さまざまなアプローチを駆使して必

要性を伝えていくことが、災害時の食・栄養の備えを充

実させるために必要かもしれない。

吹田市が作成した「食・栄養に関するガイドライン等」

の中で、自助・共助の項目が記載されていたガイドライ

ン等は 2本であり、そのうち 2本すべてが給食を提供す

る施設のガイドラインだった。特に、「食事プロセスＰ

ＤＣＡ」は、内容が充実していた。このガイドラインは、

保育所や認定こども園等向けであり、災害時要配慮者で

ある乳幼児を対象としている。災害時でも乳幼児に給食

を提供できるように、ライフラインの被害状況別に調理

器具の代替案も記載されており、例えば水が出ない時の

工夫として、食材を混ぜるときにボウルの代わりにポリ

袋を使う、フライパンで焼くときに油ではなくクッキン

グシートを敷くなどの工夫が記載されていた。また、災

害時でも提供可能な調理例も記載されていて、例えば野

菜のミネストローネを、鍋で作る方法と、電気炊飯器で
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作る方法の2パターン紹介していた。さらに、アレルギー

児・病児等への対応や、液体ミルクの取扱い方について

も記載されていた。アレルギー児・病児等への対応につ

いては、アレルギー児を含め全員が食べることのできる

メニューを考えておくこと等や、液体ミルクの取扱い方

については、保存方法や使用前の確認、使用方法などが

記載されていた。これらの内容は、給食施設だけでなく、

一般家庭で乳幼児がいる家庭等においても活用できる内

容である。給食施設のガイドラインを作成している部署

と、市民向けの啓発媒体を作成している部署が連携する

ことで、そのまま市民向けに啓発することも可能かもし

れない。

一方で、備蓄量に関しては、現状では不十分である可

能性がある。本研究において、吹田市の「給食施設にお

ける栄養管理指針」では備蓄量として「3日分以上」と

の記載があった。しかし、東日本大震災のあと、仙台

市の給食施設では、3日分以上の備蓄があった施設でも、

食料が不足したとの報告もある 32)。災害時要配慮者が必

要とする特殊食品等は災害時の物流機能停止等の影響で

手に入りにくくなることが想定される 22）。病院や介護老

人保健施設といった災害時要配慮者がいる給食施設では、

備蓄量の充実が必要である。また、震災後に食料を確保

できた給食施設は行政や連携機関等と連絡をとれたこと

も報告されており 33)、利用者への食事提供が途絶えない

よう、備蓄量を増やすことや連携体制を備えておくこと

も重要であると考えられる。

（3）食・栄養の“災害時に特化した”ガイドライン等作

成によって多部署連携を充実させるための提案

吹田市では、「食・栄養の“災害時に特化した”ガイ

ドライン等」は作成されていなかった。このような市町

村においては、防災関連計画や食・栄養に関するガイド

ラインだけでなく、他の啓発媒体（リーフレットなど）

を活用することも、災害時における食・栄養の備えを充

実させることにつながるかもしれない。そのためには、

本研究において既存概念として抽出された項目について、

対象者や目的に沿った重要度や緊急性などを今後検討す

ることが必要であると考えられる。

一方で、「食・栄養の“災害時に特化した”ガイドラ

イン等」が作成されていれば、防災担当部署と他の部署

との連携につながる可能性が考えられる。避難所運営マ

ニュアルは、栄養の記載漏れがなかった自治体は、福祉

担当部署と連携して作成している自治体が多いと報告さ

れている 3)。福祉担当部署など食や栄養に関する業務を

行う部署との連携により、市町村における災害時の食・

栄養の備えが充実すると考えられる。

他部署との連携が進まない原因として、防災担当部署

等が、災害時の食・栄養についてどのような支援が必要

か分からないために、食や栄養に関する業務を行う部署

と連携しないといった理由が考えられる。実際に、市町

村の地域防災計画や関連計画に「他自治体や関係団体等

から管理栄養士等の応援要請」について記載していない

自治体は 71.0％であり 10)、応援要請をしない理由で最

も多かったのは、「どのような活動をしてもらえるのか

分からない」だった 10)。たとえば、健康や福祉担当部署

等が「食・栄養の“災害時に特化した”ガイドライン等」

を作成していれば、災害時に必要な食・栄養の支援が分

かり、自治体内での管理栄養士等の対応業務や、応援要

請について防災関連計画等に記載できると考える。実際、

災害時に栄養・食生活支援の担当として行政管理栄養士

等が従事することを計画している自治体では、従事内容

として「避難所等での食品衛生助言（61.0％）」、「炊き

出し又は弁当等の献立作成や助言（39.3％）」などが多

かった 10)。　

以上のように「食・栄養の“災害時に特化した”ガイ

ドライン等」の作成により、災害時における食・栄養に

ついてどのような支援が必要か分かることで、防災担当

部署等と他部署が連携しやすくなり、災害時の食・栄養

の備えを充実させることにつながる可能性が示唆される。

（4）市町村において災害時の食・栄養の備えを充実させ

るための提案

本研究で、全国規模の組織等が作成した「災害時の食・

栄養ガイドライン等」と、吹田市の備蓄計画やガイドラ

イン等を比較することで、何が記載されていないかを明

らかにすることができた。今後、全国の市町村の防災関

連計画やガイドライン等に災害時の食・栄養について反

映していくためには、何が記載されていないかを明確

にするためのツール等が有用である可能性がある。市町

村内のそれぞれの立場で、目的に沿った災害時の食・栄

養の記載内容を確認するために、チェックシートのよう

なツールを作成することが有用ではないかと考えられる。

そのためには、本研究で既存概念として抽出された項目

について、対象者や目的に沿った優先度（重要度や緊急

性など）を検討したり、市町村内の多部署が使用しやす

い形に整理して、チェックシートの作成に活かすことが

今後必要であると考えられる。

チェックシートを活用することで、各市町村の防災関

連計画やガイドライン等に必要な内容の抜け漏れを簡単

に評価することができるため、自治体職員自らが記載さ

れていないことに気付くきっかけとなる。その結果、防

災関連計画やガイドライン等への食・栄養に関する記載

が増加し、災害時の食・栄養の備えが充実することが期

待される。

（5）本研究の限界点

本研究で対象とした市町村は、1 つの市であるため、

全国の市町村の防災関連計画やガイドライン等を反映し

たものではない。市町村の人口規模等によって、防災

関連計画への記載内容が異なることも報告されており 3)、

一事例としてしか把握できていない。

5．結論

本研究では、市町村において、災害時における食・栄

養の備えを充実させることを目指し、吹田市の防災関連

計画等で、災害時の食・栄養に必要な項目について記

載されていない点を明らかにした。吹田市備蓄計画では、

公助の備蓄品目として「副食（主菜・副菜）」や備蓄食

品や避難所での提供食における「必要なエネルギー・栄

養素量の確保」の記載がなかった。また、吹田市では、「食・

栄養の“災害時に特化した”ガイドライン等」は作成さ

れていなかった。今後は、市町村の防災関連計画等に、

栄養の観点を盛り込むために、「食・栄養の“災害時に

特化した”ガイドライン等」の作成や、必要な内容を簡

単に評価するためのチェックシート等のツールの作成等

が望まれる。
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